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東京消防庁職員互助組合 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金交付等の財政

援助を行っている団体に対して、財政援助に係る事業が、その目的に沿って適正に執行されてい

るか、監査を実施する。 

 

第２ 審査対象の概要 

１  事業の内容 

（１）事業の概要 

東京消防庁職員互助組合（以下「互助組合」という。）は、東京消防庁職員等の福利厚生を目

的として、東京消防庁職員互助組合に関する条例（昭和３５年東京都条例第１９号、以下「条

例」という。）に基づいて昭和３５年３月に設置された団体であり、主に次の事業を行っている。 

ア 給付事業 

イ 福利事業 

ウ 貸付事業 

（２）都との関係 

都は、互助組合に対し、給付事業及び福利事業を助成するため、毎年度予算の範囲内で交付

金（条例第２条）を交付している。平成１７年度の交付額は、組合員の給料月額の４．８／ 

１，０００、平成１８年度は３．２／１，０００である。なお、給付事業に対する交付金は、

平成１７年度で終了した。 

また、厚生資金貸付事業（生活資金等）に要する原資の金融機関からの借入（平成１７年度

１億４,２００万円）について損失補償をするとともに、借入金に対する利子相当額を交付して

いる(平成１７年度で終了)。 

平成１７年度及び平成１８年度における交付金及び負担金の状況は表１のとおりである。 

なお、組合員の組合費は、給料月額の４．８／１，０００である。 

 

（表１）交付金及び負担金の状況                      （単位：千円） 

区      分 平 成 １７ 年 度 平 成 １８ 年 度 

事 業 運 営 交 付 金 ３９２，２７６ ２５９，３３８

厚生資金原資借入経費負担金 ２，３８７ ―

合     計 ３９４，６６３ ２５９，３３８
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２  組織 

互助組合は、事務所を千代田区大手町一丁目３番５号（東京消防庁内）に置き、評議員２２名

（うち組合長１名、理事８名、監事２名を兼務）及び職員１１名(全員が都派遣職員)で構成され

ている。 

また、平成１９年３月３１日現在の組合員数は、１万８，８４５名となっている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

平成１７年度及び平成１８年度の補助事業等について実施した。 

２ 実地監査期間 

（１）東京消防庁       平成１９年１０月５日 

（２）互 助 組 合    平成１９年１０月９日 

 

第４ 監査の結果 

１ 事業実績について 

平成１７年度及び平成１８年度における主な福利事業と、平成１７年度における給付事業及び

厚生資金貸付事業の実績は、表２、表３及び表４のとおりであり、事業実績報告を中心に監査を

行った結果、事業は補助目的に沿って適正に執行されている。 

  

（表２）主な福利事業実績                          （単位：千円) 

執   行   額 
区      分 事  業  内  容 

平成１７年度 平成１８年度 

保養宿泊施設利用助成 料金の一部助成等 １８８，１２０ ２１４，７６２

保健施設の利用助成 
各種スポーツ・リゾート施

設の利用助成等 
８２，７５８ ８０，９１３

体育文化会への助成 
体育部会、文化部会の活

動・事業等に対する助成 
２９，８７２ ２７，６４８
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（表３）給付事業実績           （単位：件、千円) 

平 成 １７ 年 度 区   分 

給 付 件 数 給 付 金 額 

傷  病  給  付 ２６ ７８０

死  亡  給  付 ６０７ ６５，９８０

災  害  見  舞  金 ３ １５０

結  婚  祝  金 ４９５ ２４，７５０

就 学 祝 金 １，３２０ ２６，４００

退  職  給  付 ５２５ ７７，５９２

合   計 ２，９７６ １９５，６５２

 

（表４）厚生資金貸付事業実績                     （単位：件、千円) 

平 成 １７ 年 度 備     考 
区      分 

件 数 金  額  

貸   付   金   ４３２ ７６，７５０  

生 活 資 金 ４０３ ４０，３００ 一時的な生計資金の貸付 

特 別 生 活 資 金 ２９ ３６，４５０ 災害・葬祭等費用の貸付 

 

育 児 休 業 資 金 ０ ０ 育児休業者への貸付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


